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　現在、世界経済は全体としてデフレ傾向を示しつつある。アジアでは，通貨
危機による一時的なマイナス成長を乗り越え，急速に回復した国（韓国やタイ
など）もある一方，世界第二位の経済大国である日本は，相変わらず高い失業
率と未曾有の企業倒産を経験し，不況から抜け出せずにいる。最近まで高成長
を維持してきた大国，申国でも，地域聞の発展格差や所得分配の不平等などの
重要な経済問題が山積し，その景気にも陰りが見え始めているようである。ア
フリカでは，特にサブ・サハラの大半の国（エチオピアやモザンビークなど）
は，極端な貧困に苦しみつづけている。その安定した成長力で，世界経済を牽
引してきた世界第一位の経済大国アメリカでは，企業会計疑惑や複数の大規模
倒産などにより，景気の先行きが不透明となり，順調に成長してきたユー口諸
国（アイルランド，スペイン鶉オランダなど）にも悪影響を及ほし始めている
ようである。
　本稿の究極的な目標は，戦後の世界経済の動きを冷静に振り返り，これから
の世紀の指針を模索することである。先進国の経済成長が最近鑓化していると
はいえ，先進国と途上国との剛こは，大きな貧富の差が歴然と存在してきた。
イラクを中心とする中東情勢や北朝鮮を申心とする極東アジアの状況からも明
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らかなように，局地的な内戦やテロが発生する主要な要因の1つは，富や資源
の遍在とその獲得競争にある。国際杜会がこの格差をどのように認識し，どの
ように対処し，どのような緒果を得てきたかを客観的に分析することも重要で
あると思われる。
　高瀬（2002）は各国の相対所得をもとに，世界経済の過去約40年間の変化を
観察した。Pa．ente　and　Prescott（1993）によると，相対所得とは，基準国（世
界最大の資本主義国であるアメリカ）の所得額に対する各国の所得額の比であ
る。所得額としてユ人当たり国内総生産（Gross　Domestic　Product：GDP）や国
民・総生産（Gross　Nati㎝al　Product：GNP；最近ではGross　National　Inco血e：
GNI）を用いる相対所得（r．lative　wea1th：RW）を分析した。さらに，各国
（特に途上国）の厚生レベルをより正確に捉えるため，Summers　and　Hest㎝
（1991）の生活水準指標に準じて，1人当たり最終消費支出（氏聞総消費：
Cと政府支出：Gから軍事支出を除いた値）を用いた相対所得（Standard　of
Living　Indexl　STLIV）も考案し，分析対象とした。この指標の長所は，どちら
の相対所得であれ，各国の値がほぼOから！の間に収まり，その国の経済状態
が一目瞭然となることである。例えば，貧しい国であればあるほど，Oに近く
なり，逆に，アメリカより豊かな国であれば，1を趨えることになる。
　戦後の動きを相対所得の平均値から判断すると，世界全体としてはアメリカ
の4分の1程度の経済状態が達成されてきたといえる。ただし，貧しい国と豊
かな国の格差が，近年拡大しているのも事実である。過去40年ほどの間，RW
上位5国の平均値は1．2から1．4であり，最も豊かな国の人々はアメリカ人より
少し良い経済状態を満喫してきた。」方，下位5国の平均値はO．O1を切ること
も多く，最近では，約O．006にまで落ち込み，最も貧しい国の人々はアメリカ
人の1％にも満たない経済状態に喘いでいるのである。
　このような貧富の差に対処するため，先進国（OECD加盟国）や国際機関
（国連：UN，世界銀行1World　B劃nk，国際通貨基金：IMFなど）は，途上
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国に対して多様な経済協力活動を行ってきた。特に，所得が低い方の国々に
は，受入国の福利厚生や経済成長を主目的とした，政府開発援助（Official　De－
ve1opme．t　Assistapce：ODA）を拠出してきた。本稿では，相対所得を計算する
際に，援助額を組み入れることによって，ODAが受入国の厚生向上にどのよ
うな役割を果たしてきたかを考察する。そのため，本稿では，実質的な研究対
象は援助受入国となる。特に，援助の影響が顕著であると予測される，最貧国
（相対所得下位5・10国）に注目して，分析を進める。
　本稿の構成は以下の通りである。第2章では，研究方法として，本稿の研究
対象となる国が示され，データソースが紹介され，相対所得が導入され，
ODA額を含む相対所得が定義される。第3章では，年次グラフをもとに，研
究結果が説明され，第4章では，縞論として，政策的な方針や将来の研究の方
向性が議論」される。
2，研究方法
　本稿の研究対象となる国は，高瀬（2002）と全く同じである。すなわち，
データ（少なくとも1人当たり実質GNI）が！0年ω以上あり，ユ969年の人口が
百万人以上の禺および国に準ずる地域；3〕（討102）である。
2．！相対所得
　高瀬（2002）では，GMのデータソースとして，世界銀行によるWDI
（World　Deve1op鵬nt　Indicator）200！を採用した。本稿でも，GNIによる相対
所得（RW）を計算する際，最薪版のWDI2002を採用する。t年におけるi国
のユ人当たり実質（基準年丁；！995）GNI（米ドル）ωを灼とすると，
（］）沢W…Fμ韮／ツ仇∫F1〕、徽■Pμ5晩叡
となる、だだし里～と戸正柳はi国とアメリカの物価（米ドルレートで変換
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済）であり，五，。と如搬はi国とアメリカの1人当たり支出量である。
　各国の厚生を正確に把握するため，生活水準を表すような指標（STLIV）も
計算する・WDIにあるGDPに占める最終消費支出（（C＋G）から軍事支出
を引いた額）の割合のデータ（本稿では，Fina1C㎝sumpti㎝：FCと呼ぶ）を
用い、t年におけるi国の1人当たり実質（基準年丁＝ユ995）GDP（米ドル）
をツd、二とすると，以下のようになる。
（2）∫π〃、FF～d｛ノκ口∫μ倣
2．2政府開発援助
　内閣府経済社会総合研究所による国民経済計算（93SNA）についての解説の
中に，1国の所得水準を表す指標として，国民可処分所得の概念が示されてい
る。国民可処分所得とは，国内純生産（Net　Domest1c　Product：NDP）と海外か
らの純所得および海外からの純経常移転を足し合わせたものである。経常移転
の増加は，ODA受入額，それ以外の公的な長・短期の経済協力支出（Other
Of筍cial　Flows：OOF）受入額，緊急援助受入額などにより発生する。ほとんど
の途上国は何らかの経済協力支出の受入国であるから，国民可処分所得は途上
国の所得の実体を表すのに適していると考えられる。一方，一般的な所得の概
念である国民総所得（GNI）は，GDP（NDP＋固定資本減耗）と海外からの純
所得の和である。そこで，これら2つの概念から，途上国の新しい所得額とし
て，GN1と純経常移転の総額を取り上げてみる。
　援助に該当しないようなOOFは，比較的所得レベルの高い途上国における
巨大インフラ資本に対する融資や急激な為替変動に対する緊急融資であり，受
入国の厚生に直接影響を与えることは困難であると考えられる。そこで，本稿
でば，GN1とODA額の総翻5〕を真の受入国の国民所得と捉え，それに応じた
RWとSTLr▽を定義する。
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　0DA額として最も代表的なのは，純ODA受入額（純ODA融資額十贈与
額）であり，純ODA融資額とは，新規の融資額から返還分（元本の一部と利
子）を差し引いた額である。WDIにある，純ODA額の対GNI比率を表す変
数（Aid）を用いることにより，受入国の相対所得を示す1つ目の指標（RW
とSTLIV！）が，式（3）と（4）によって定」義される。
（3）灰W≡〃、‘（1＋〃、‘）■ツ物
（4）∫τ〃K、’三（FC紗φ、十〃4、〃、工）■ダC口鮒φ∫戯
　RWとSTLIV’では，受入国の所得として純ODA融資を含んでおり，その
融資の大部分は，生産・労働資本やインフラヘの投資に使われる。つまり，
ODA融資がどれほど受入圃に有利であったとしても（低利子かつ長期返済），
この融資が受入国の人達の所得（あるいは最終消費）の一部となっているとは
考えにくい。そこで，所得補助としての贈与額のみによる新たな指標（RW”
とSTLIV”）を考案する。OECDによる最新のIDS（工皿tematio口al　Development
Statistics）20Q2には，純ODA額：ODAn・t（名目米ドル）や騨与額；Grant
（名目米ドル）など，様々な国際協力支出額（6）を表す変数が，ユ960年からユ998
年まで含まれている。すると，Ol）AnetとGrantを使うことにより，2つ目の
指標が式（5〕と（6）によって定義される。
（5〕　RW，＃”…（洲，圭十んφ桝、’（G伽械，上■0Dλ犯ぬ））■仰卿
（6〕　s犯／K止”…（FQ紗d砿十ム切｛桝，±（G狐例幻■oのλ拠繊j））■ダ0雌砂也螂二
　純粋に所得。補助の役割だけを提えるには，食料援助額を用いるべきである。
IDS2002には，！975年から1998年まで，食料援助額を表す変数：FoodAid（名
目米ドル）も含まれている。すると，QDA口etとFoodAidを使うことにより，
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3つ目の指標は，式（7）と（8〕によって定義される。
（7）　R　W，…’”…Oπ亘、十λ泌汐例，呈（Foωλ泌壬三■0Dλ例砥丘））■ツ伽∫｛
（8）　STL∫篶圭川…（F0紗d証十λ〃〃伽（Foodλ｛φ、／0Dλ肌2f、丘））／FC口紗dU醐
　したがって，RW（STLIV）と比較して，RW（STLlV’）が非常に高ければ，
ODA受人額・全体に対する所得依存度（消費依存度）が高いことにな孔同様
に，RW’（STLIV”）が非常に高ければ，贈与額に対する所得依存度（消費依
存度）が高いことになり，RW’（STLIV州）が非常に高ければ，食料援助に対
する所得依存度（消費依存度）が高いことになる。
2．3台湾
　高瀬（2002）に従い，1人当たり実質GNI（米ドル）はないが，1人当たり
実質GDP（米ドル）がある場合は，後者を前者の代用とする。例えば，デン
マークとイギリスがこのケースに当たるが，先進国に関しては，GDPとGNI
違いはRWやSTLIVに大した影響を及ぽさないし，かつ，援助受入国でもな
いので，本稿における影響は全くないと思われる。
　途上国に関しては箏少数ながらこのケースに当たる国（イランなど）も存在
するが，少なからず影響があると考えられる。台湾もこのケースに当たり，さ
らに残念なことには，台湾のデータが㎜Iに全く含まれていない。そこで，本
稿では，高瀬（2002）の台湾のデータを踏襲することにする。すなわち，ユ人
当たり実質GDP（米ドル）と実質最終消費支出（米ドル）は，Directo．Gen－
era－cf　Budget，Accounting　and　Statistics　of　Repub1ic　of　Chinal　DGBAS（R．O℃一）
によるStatistica1Yearbook　of　ROC　とMi皿istry　of　Eco皿omic　Affairs　of　Repub＿
licofChina：MOEA（R．O．C．）によるホームページおよびSmmers　andHeston
によるPe㎜．World　Tab1e＝PWTをもとに計算した。直近の改定部分について
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は，1999年から2000年の消費者物価指数と2000年の名目最終消費支出（米ド
ル）はMOEAのホームページを享そして，1998年から2000年の名目GDP（米
ドル）と1999年から2000年の人口はAPEC　Economic　Out1ook（2002）を出典
とした。
3，分析結果
　援助の影響が最も顕著なのは，所得レベルが非常に低い国である。そこで，
式（1）から（8〕で表された各相対所得の指標（RW，RW，RW”，RW”！，STLIV，
STLIV1，STLIV”，STLIV”’）の下位5国と！0国の平均値を求め，その年次グ
ラフをもとに，比較・分析」することにする。
3．11960年以降のODA受入国の動き
　食糧援助のデータが1975年からしかないため、この節ではRW”’とSTLIV川
の分析は行わない。図1には，RWとRWおよびRW’下位5国の平均値の年
次変化が示されている。予想通り，ほとんどの年でRW！が一番高くコRWコが
少しだけそれより低く，RWはそれら2つよりかなり低くなっている。RWと
RW”の差は，ODAローンの部分であり，最貧国に対する援助の大部分は贈与
となっているため，その差が小さくなっている。ただし，厳密には，最近3年
間は，RW1平均の方がRW平均より高くなり，逆転している。常識では考え
られないことではあるが，IDSの中にOl）Anetはあるが，G・a耐のない国が複
数あるためであると推測される。特に，最貧国に対する詳細な援助データ
（G蜘tなど）がない場合が多く，緒果として，最貧5国のRW1平均に含ま
れている国の方が最貧5国のRW平均に含まれている国より，豊かにて相対
所得が高く）なったと考えられる。
援助依存度に関しては，最貧5国に対する援助の役割は小さくないことが分
かるが呈その影響は変化してきた。78年までは，RWとRWとの差は0，002前
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後あり，RW’平均の6分の！程度を占め，援助の相対所得に与える影響は大
きかった。しかし，86年ぐらいまでば，その差が0．0005を超えることもなくな
り，RW平均全体のユ5から20分の1程度しかなく，影響が極端に小さくなっ
た。それ以降，その差が再び広がり，RW平均の5分の1程度まで到達した
年もあるが，RW自体が低下しているため，RWやRW’のレベルは78年以前
ほどには回復していない。つまり亭最貧5国では，援助なしで、相対所得がユ
％を満たすことはなかったが，最近の20年以上，最貧5国は平均して，先進国
からの援助を入れたとしても，アメリカ人の百分の1の所得レベルにあるとい
える。下位5国は援助なしでは，厚生レベルが極端に低くなり，その生存さえ
危ういが箏援助を入れても，その極貧度が是正されているとも言いがたい。
　図2には，下位工0国のRWとRWおよびRW’平均の年次変化のグラフが
描かれている。金体的な傾向は，図ユの下位5国のケースと同様であるが，下
位5国のケースより豊かな（相対所得が高い）国が5国加わっているためj下
位5国のグラフを上にシフトした形となり，RWやRW’’平均に占める援助の
割合も下がっている。また，RWとRW”の逆転現状もみられる。最貧10国で
も，援助なしでは，77年以降，RW平均が1％を超えることばない。さらに，
RW平均も77年までは，O．014からO，012前後まで到達していたのに，78年以
降は，1％を超えることが無くなった。つまり，最近の20年以上，先進国から
の援助を入れたとしても，最貧10国でも平均して，アメリカ人の百分のユの所
得レベルしか達成されていない。もちろん，援助なしでは，その厚生レベルが
極端に低いことは明白だが，援助を入れたとしても，その貧困度が解決されて
いるとも言いがたい。
　図3と図4には，下位5国と1O国におけるSTLIVとSTLIV’およびSTLIV’1
の平均値の年次変化が示されている。全体的な傾向や援助依存度は，図！と図
2に示さているRWとRWおよびRW”のグラフと同じことが言える。ただ
し，図4の下位！0国のケースでは，最近3年問に加え，63年にSTLIVゴ1の方が
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図1　下位5国（！960年以降）のRW，RW，艮W1の平均
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図2 下位！0国（ユ960年以」降）のRW，RW，RW’1の平均
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図3　下位5国（ユ960年以降）のSTLIV，STLIV1，STLIV冊の平均
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図4　下位ユO国（1960年以降）のSTL1V，STLIV．，STLIV”の平均’
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STLIV！より高くなる，逆転現象が新たに見られる。これもおそらく，援助
データの不備が下位国の順位変動に影響を及ぼしたためであると考えられる。
つまり，STLIV’下位10国のメンバーの中にGrantデータがない国が含まれ，
STLIV”下位10国のメンバーと異なることにより，後者により豊かな（相対所
得が高い）国が含まれてしまったためである。
　図5と図6および図7には，GNIによる相対所得と最終消費支出による相対
所得を比較するため，下位5国におけるRWとSTuV，RWとSTLIV1，
RW’とSTLIV”の平均値の年次変化が示されている。高瀬（2002）で既に示
されているように，78年以外は，下位5国のSTLIVの方がRWより明らかに
高く，GNIによる相対所得は，実際の生活水準を過小評価していることが分か
る。つまり，最貧5国の実情は，RWで示される程悪くないと推測される。た
だし，最近の2年ほど少し回復したとはいえ，STLIVも72年以降，！％を超え
ることはない。
　基本的には，図5のトレンドが図6と図7でも見られるが，両グラフとも，
援助の分だけ図5のグラフが上にシフトした形となり，全ての年でSTLIV’
（STLIV”）の方が，RW（RWI）より明らかに高くなっている。つまり，援
助を入れたとしても，GNIによる相対所得は，最終消費支出による相対所得を
過小評価していることが分かる。また，最も援助の影響が出るSTLIV’をみて
も，1％を超えるのは78年までであり，過去20年以上援助を入れたとしても，
実際の生活水準は0，006から0，C08となり，アメリカ人の百分の1であることに
変わりはない。
　下位10国のケースも，下位5国のケ←スとほぼ同じことが言えるため，本稿
では，グラフは省瞭することにする。違いとしては，5国のケースに比べ，グ
ラフが上にシフトした形となり，平均値が！％を割込む時期がそれぞれ少し遅
れでいる。また，10国のケrスでは，STLIVとRWとの差がよりはっきりし
ている（STL工V！と艮WやSTLlV’1とRW”も同様）。
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図5　下位5国（1960年以降）のRWとSTLIVの平均
＝■’
図6　下位5国（1960年以降）のRW’とSTLIv1の平均
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図7　下位5国（1960年以降）のRW”とSTL1V”の平均
　ここまでの分析から，多数の貧しい国は援助を受け取っているとはいえ，さ
らに貧しくなっているという緒果が得られる。しかしながら，高瀬（2002）で
も指摘さ牝たが，この1960年以降の分析には，大きな短所が1つある。すなわ
ち，あらゆる国に対する全項目のデータが毎年揃っているわけではないことで
ある。常識ではあり得ない，逆転現象が見られたように，今までの緒果は，
データが10年以上になり次第，順次対象国を加えていることに大きく影響を受
けているかもしれないのである。
3．2！975年以降のQDA受入国の動き
　対象国の増加による影響を排除するため、1975年から現在までの所得データ
が全て揃っている国（7；（計91）に対象を絞って前節と同様な分析を行う。75年
まで遅らせることにより，大半の途上因を分析対象とすることができ，かつ，
75年から食料援働のデータが存在するからである、最新のデータは99年まであ
るが，下位ユ0国に含まれる傾向の高い，ザイールのデータがないため，対象期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ71
　ユ72　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第397号
間（8〕は98傘までとする。
　図8には，下位5国のRW，RW’，RW’’，RW”の平均値の年次変化が示さ
れている。図1と比較すると，近年のRWとRW’の逆転現象が解消された以
外，全体的なトレンドと援助依存度は60年以降の分析と同じであり，前節の緒
果がほぼ確かめられたといえる。つまり，下位5国に対する援助の影響は大き
いが（RW平均全体に占める割合が少なくとも約18分の！あり，最大4分の
ユ近くある），78年以降，援助を入れても，下位5国のRW平均はアメリカの
百分の！に満たないのである。
　食料援助依存度に関しては，図1との違いもあり，78年まではRW”’がRW
よりかなり大きく，その差もO．001近くにまでなったこともあり，食料援助の
影響は高かったと考えられる。しかし，79年以降は，食料援助の影響は極端に
低くなり，RW川とRWとの差は微少であり，最近では，食料援助の下位5国
の厚生に与える影響はほとんどなくなったと言える。その理由としては，デー
タをそのまま解釈すると，拠出国が食料援助からそれ以外の援助に，重点を移
すようになったことが考えられる。別の理由としては，79年あたりに，援助の
使用目的の分類項目が変化し，それ以前は食料援助に分類されていたもののう
ち，多数の支出項目が贈与（G・ant）に分類されるようになったからかもしれ
ない。
　図9には，下位10国のRW，RW，RW’，RW”平均の年次変化が示されて
いる。図1と図2の関係と同様に、全体的なトレンドは図8と変わりなく，図
8のグラフを上にシフトした形となっている。厳密には，援助の影響を最も大
きく表すRWを見ると，下位5国に比べ，援助のRW’平均に占める割合が下
がり，90年あたりまでは，RW’は何とかユ％前後を維持しているが，それ以
降工％を切り，最近の2年で少し持ち直したものの，それでも0，007程度であ
る。つまり，前節の緒果より少しましとはいえ，最近！0年間は，下位10国の
人々の厚生レベルもアメリカ人の百分の1より低くなっている。
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図8　下位5国（ユ975年以降）のRW，RW，RW”，RW”！の平均
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図9　下位10国（！975年以降）のRW，RW，RW’，RW川の乎均
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　図ユ0と図ユ1には，下位5国と10国のSTuV，STLIV一，STLIV”，STLIV”’平
均の年次変化が示されている。全体的なトレンドは，図8や図9と同様であ
り，下位10国のグラフは下位5国のグラフを上にシフトした形となっている。
ただし，60年以降のケースと比較すると，下位10国のケースでは，図4で示さ
れたように，2回あった逆転現象は解消されている。援助の影響を最も大きく
示すSTLIVIの変化を見ると，下位5国のSTLIV’平均ぱ79年以降！％を超え
ることはないが，下位10国のSTLIV’平均は95年までは何とかユ％を維持して
いる。
　図ユ2，図13，図14，図15では，GNIによる相対所得と最終消費支出による相
対所得を比較するため，下位5国におけるRWとSTLIV，RWIとSTL工V’，
RW”とSTuV”，RW”とSTLIV”’の平均を表している。全体的に見て，！960
年のケース（図5、図6，図7）と比較すると，GMによる相対所得は，最終
消費額による相対所得を遇小評価しているという前節の縞果はほぼ確かめらる
ことになった。ただし，図12では，78年にRWとSTLIVがほぼ等しくなり，
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図10　下位5国（I975年以降）のSTLI∀、STLIV，STLIV｛，STLIV一’’の平均
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図11下位ユO国（1975年以降）のSTL工V，STLIV1，STLlV’’，STLIV岬の平均
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図一2　下位5国（ユ975年以降）のRWとSTLIVの平均
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図14　下位5国（1975年以降）のRW’とSTLIV’｛の平均
176
疑貧国の相対所得分析
■　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊥止　　　　　　■　　　L　　　　　■…　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　■』一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　■
?????????．??．??，???
ユo　　ト　　o宣　　F　　o」　　阯■　　卜　　o，　　1　　o　　lo　　トh　　ト　　ト　　蜆　　oコ　o＝　o，　　oコ　o，　　o，　o，　o，o，　o，　o宣　　o、　　目コ　oヨ　o，　　o，　o，　　o，　　o，　o、口　　　H　　　F　　　F　　　F　　　1　　　F　　　卜　　　卜　　　1　　　F　　　r
177
図15下位5岡（ユ975年以降）のRW”とSTLIV州の平均
図！3でも，87年，90年，91年にRWとSTLIV’がほぼ同値となっている。
　下位ユ0国のケースも分析したが，下位5圃の場合とほとんど同じ緕果を得た
ため，本稿では省暗することにする。主だった違いは，同値になる年が全くな
くなったことであり，GNIによる相対所得は，最終消費額による相対所得を過
小評価しているという結果が明白になった。したがって，援助を受け入れたと
しても，多数の貧しい禺がさらに貧しくなっているという，前節の緒果は確か
められたことになる。
4，結論
　高瀬（2002）による世界経済の相対所得分析に引き続き，本稿は途上国に対
する杣対所得分析を行った。ほとんどの途上国はODA受入国なので，途上国
の厚生を正確に捉えるには，ODA受入額を組み込んだ相対所得が必要であ
る。援助の影響が顕著に出るのは，所得が特に低い方の国であるから，相対所
得下位5位とユ0位の岡の平均値を求めて，年次グラフを作成することにより，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！η
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分析した。ODA受入額として，ODA融資を含む純ODA受入額，贈与受入
額、食料援助受入額の3つを考慮した。
　研究結果は以下のようにまとめられる。先進国や国際機関は最貧国（相対所
得下位5国や10国）に対して，贈与を中心とする，かなり慈善的な援助を拠出
してきたようである。しかし，最貧国の厚生に良い影響を与えたごとは事実だ
が，彼等の生活レベルがはっきりと改善されたと言えるわけではない。最貧5
国をみると，ODA受入額全体が厚生レベルに占める割合は，最小でも約20分
の！であり，最大では約5分の1まで達する。つまり，これらの国は援助なし
では，おそらく生存することすら難しく，援助の役割は非常に大きい。ただ
し，GNIからみた相対所得によると，過去20年以上ODA受入額を入れても！
％を満たすことはなく，最終消費支出からみた相対所得でも，少々ましである
とはいえ，過去20年以上1％を下回っている。したがって，最貧国の人々は援
助を受け取っているとはいえ，アメリカ人の百分の1以下の厚生レベルという
悲惨な状態となっている。
　このように，先進国が戦後40年聞積極的に経済協力活動を行い，途上国を支
援してきているようではあるが，実際は，そのような活動の結果を所与として
も，世界の貧富の差ば広がる」方である。今世紀に入り，地球上では，局地的
な内戦やテロ活動などが頻繁に発生しているようである。その主要な原因の1
は，とてつもなく拡大した先進国と途上国との間の貧富の差であろう。ODA
拠出などの国際協力活動を国際政策の桂にしてきた日本も。この事実を客観的
に踏まえて，これからの経済政策全般を見直す必要があるように思われる。同
じ人類の未来を考える上で，途上国と先進国が共に地球環境と平和を維持し，
持続的な経済成長を目指すためには、持つものと持たざるものの問題を直視す
るしかないのかもしれない。
　さて，本稿以降の研究の方向性を考える。まず，ODAが各受入国の相対所
得の順位変動にどのような影響を与えたかを分析することが急務である。さら
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に，本稿の研究方法をアジアやアフリカなどの地域別分析に応用する」ことも興。
味」深い。将来的には，マクロ動学モデルをもとに，ODAの使用方法別支」出」の
受入国の・経済成長に与える影響」を計量分析し，拠出国と受人国双方にとって最
適な援助政策を模索したい。
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　Z邊mb…囲，Zi皿babwピ，Burki皿a　Faso，Namibla
14〕高瀬（2002）でぱ，基準国の消費バスケットを墓準年に固定した，実質RW（real　RW＝
　RRW〕も考慮したが，本稿では、省略することにす乱
（5〕厳密には，援助拠出国の所傷としては，GNIからODA額を差し引くのが望ましいかもしれな
　い。し分しながら，各拠出国のGNIに対する0DAの割合は非常に低く（ほとんど1％未満）づ
　かつ，本稿では、援助の途上国に対する影響を調ぺるのが圭目的なので，ODA拠出額が正で
　あうたとしても，拠出国の相対所得には変化がないものとする鉋
16〕：DS20C2には、途上国でもゴ年度によって0D㎞etがゼロやマイナスとなる国も見受けられ、
　最近では，Sing君pore，UAE，Korea，Ma1自ys蟷，丁別w盆n，Hong　Ko血gなどのアジアの国が顕著
　であるむこれは，経済発展が進み，ODAを受ける必要がなくなったりゴまた。ODAの受入総額
　が非常に低くなり，過去のODA磁資の返遼額や鰭与拠出額の方が禽くなってしまったからであ
　る。70年代後半に，ラテンアメリカの一部の国（Vene刎e1aやChileなど〕でもそうであった
　し。発展状態が比較的高い，肋㎎岬、S㎝th　Afrio盆，Is・aelなどの国でも，そのような年があり
　た廿例外的に、70年代のChi・・や90年代初期の工伽のように，国内惰勢や国家体制による理由
　で，ゼ1ゴとなることももちろんあった右本稿では，途上国の0DAnetがゼロやマイナスになった
　場合，事実上拠出国として扱い，以下の相対所得くRW1，RW”，RW”’，STLIV1，STLI〉”，
　STLIV川）を計算しないことにする。最もやっかいなのは，ユDS2002の中にGrantが正で。
　ODA鵬tがゼロとなる国も見受けられることである。しかし，そのデータが正しいという可能憧
　（緯贈与額（プラス）と純融資額（マイナス）の絶対値が等しい〕は著しく低いため，本稿で
　は，そのような場含，0DAのデータがないものとし，以下の相対所得（RW，RWI，STLIV’，
　STLIW〕を計算しないことにする由なお，援助の使用方法別支出と受入国の経済成長との関係
　は亡理論的には高瀬（1995）により分析されている。
（7〕対象国は注3の一覧から以下の国を除いたものである。Gree㏄，Bulg且ria，S1ovak　Rep，Po1and．
　Romania．New　Zea1割nd，Cambod1a，Laos，Vietmm，Ye皿e皿，A皿gola，Ethiopla，Gumea，MozambIq1ユe，
　Tan邊ania，Uganda，Zamb岨
18〕本稿では吉相対所得下位5・！0国の平均値を求めることが必要であるため，実際は、最貧10国
　のメンバーとなる可能性のある国が揃ってさえいればよい。高瀬（2002〕で示されているよう
　に，下位！0国のメンバーの顔ぶれは，年度にかかわらず，ほぼ固定されている。最近のデータに
　関しては、97年まででも，全ての途上国が含まれているわけではないが，下位10国に入るような
　国は全て擶っており，98年には，97年にRW下位ユ1位であったナイジェリブ以外，下位10国に
　入りそうな国は全て揃っている。
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